中央最低賃金審議会労働者委員の選任にあたり

全労連推薦候補の任命を求める要請書
２０１３年　　月　　　日

厚生労働大臣 田村　憲久 殿
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１．全労連は1989年の発足以来、全国一律最低賃金制度確立の政策提起をはじめ、“最賃生活体験運動”などを通じて現行地域別最低賃金の不当な低さを告発し、法定最低賃金の大幅な引き上げと、生活保護費との逆転現象の解消などを求めてきた。あわせて中央・地方で最低賃金審議会の労働者委員を推薦し、貴職に対し公正・公平な任命を要請してきたところである。極めて遺憾なことに、これまでの任命は、大臣（地方では労働局長）の裁量事項として「総合的に判断」したとして明確な基準や理由も示されないまま、「連合独占、全労連排除」という不公正な任命が続けられてきた。
２．2013年度の中央最低賃金審議会労働者委員の公募にあたり、全労連は、生協労連、全労連・全国一般、自交総連、日本医労連、福祉保育労の各産別の代表と全労連常任幹事を推薦する。いずれも最低賃金の影響を強く受ける労働者が多数働く業界に精通し、最低賃金制度の改善に尽力してきた経験をもつ候補であり、最適の人材である。

　
３．そもそも最低賃金審議会制度は、「賃金の最低額を保障することにより、労働条件の改善を図り、もって労働者の生活の安定、労働力の質的向上及び事業の公正な競争の確保に資する」（最低賃金法第１条）という目的を達成するために、中央・地方に設置されたものである。詳細を規定している最低賃金審議会令には「委員の定数」（中央18人、地方15人）の規定はあるが、任命に関わる基準は示されていない。そうであるならば、労働行政にかかわる審議会委員の任命にあたっては、長く任命基準として準用されてきた、いわゆる「５４号通牒」を準用すべきである。同通牒では労働組合のさまざまな潮流（現在では連合､全労連､全労協）に配慮すべきことが強調されている。ＩＬＯ結社の自由委員会も「政府が特定の一組織に特別待遇を与えること」は「ＩＬＯ８７号条約に定めた結社の自由原則違反である」との勧告（02年6月）を発し、日本政府に改善を要請している。実際、労働審判制度における労働審判員は、各労働団体から比例配分で任命されている。中央最低賃金審議会の労働者委員を任命する担当大臣が、特定の系統の労働組合が推薦する者のみを任命し続けることは、それ以外の委員候補を推薦する労働組合に対し差別的取扱いをするに等しく、労働組合法が禁ずる「支配介入」につながるものである。また、そうした任命は、「労働者一般の利益を代表するにふさわしい人物を任命する」としてきた政府の立場にも反する。
　よって、貴職に、以下の事項を要請する。

１．中央最低賃金審議会労働者委員の選任にあたっては、全労連推薦候補の任命を行うこと。
